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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

連結経営指標等 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていません。 
２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在せず、また、第148期第２四半期連結累
計期間及び連結会計期間並びに第149期第２四半期連結累計期間及び連結会計期間については、１株当たり四半期純損失
のため記載していません。 

  

回次 
第148期 

第２四半期連結 
累計期間 

第149期 
第２四半期連結 
累計期間 

第148期 
第２四半期連結 
会計期間 

第149期 
第２四半期連結 
会計期間 

第148期 

会計期間 

自 平成20年 
  ４月１日 
至 平成20年 
  ９月30日 

自 平成21年 
  ４月１日 
至 平成21年 
  ９月30日 

自 平成20年 
  ７月１日 
至 平成20年 
  ９月30日 

自 平成21年 
  ７月１日 
至 平成21年 
  ９月30日 

自 平成20年 
  ４月１日 
至 平成21年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 18,560 17,325 8,891 9,051 45,932 

経常利益又は 
経常損失(△) (百万円) △154 △385 △269 △215 375 

四半期純損失(△)又は 
当期純利益 (百万円) △71 △402 △82 △257 313 

純資産額 (百万円) ― ― 18,847 18,219 19,079 

総資産額 (百万円) ― ― 54,112 49,875 51,894 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 177.69 171.77 179.88 

１株当たり 
四半期純損失金額(△) 
又は１株当たり 
当期純利益金額 

(円) △0.68 △3.79 △0.78 △2.43 2.96 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) ― ― 34.8 36.5 36.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △171 2,573 ― ― △608 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △429 △511 ― ― 1,061 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △1,478 △1,925 ― ― △2,711 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 (百万円) ― ― 6,256 6,220 6,082 

従業員数 (名) ― ― 1,468 1,470 1,447 
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２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 
平成21年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員です。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成21年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員です。 

  

従業員数(名) 1,470 

従業員数(名) 1,116 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【生産、受注及び販売の状況】 
(1) 生産実績 
当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しています。 
２ 金額は、販売価格によっています。 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

(2) 受注実績 
当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しています。 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％) 

電気機械器具関連事業 9,485 △12.9 

その他事業 96 △17.9 

合計 9,581 △13.0 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同四半期比 
(％) 受注残高(百万円) 前年同四半期比 (％) 

電気機械器具関連事業 7,687 △21.4 36,714 ＋14.7 

その他事業 102 △38.2 109 ＋12.4 

合計 7,789 △21.7 36,823 ＋14.7 
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(3) 販売実績 
当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

  

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しています。 
２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

  

２ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

  

３ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断したも

のです。 

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間における日本経済は、引き続き輸出、生産において持ち直しの動きがみられますが、

回復の実感に乏しく失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況にあります。 

当第２四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高は前年同四半期より160百万円増加し、9,051百万円(前

年同四半期比1.8％増加)となりました。これは主に電気機械器具関連事業の三次元検査装置の売上高は減少したも

のの、一般産業向けの重電機器の売上高が増加したことによるものです。 

経常損益は、売上高の増加により、前年同四半期比54百万円損失が減少し、215百万円の損失となりました。 

四半期純損益は、前年同四半期と比べ、特別利益がなくなり、固定資産廃棄損などの計上額が増加したことによ

り、前年同四半期比175百万円損失が増加し、257百万円の損失となりました。 

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％) 

電気機械器具関連事業 8,980 ＋2.9 

その他事業 71 △56.2 

合計 9,051 ＋1.8 

相手先 
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

東京電力株式会社 4,652 52.3 3,993 44.1 
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事業の種類別セグメントの実績は次のとおりです。 

電気機械器具関連事業では、売上高は前年同四半期比2.9％増加の8,980百万円、営業損失は220百万円となりまし

た。その他事業では、売上高は前年同四半期比56.2％減少の71百万円、営業利益は２百万円となりました。 

所在地別セグメントについては、全セグメントの売上高に占める本邦の割合が90％を超えているため、記載を省

略しました。 

なお、上記金額には消費税等は含まれていません。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末比2,019百万円減少し、49,875百万円になりまし

た。 

これは主に仕掛品の増加と売上債権の減少によるものです。 

負債合計は、前連結会計年度末比1,159百万円減少の31,656百万円となりました。これは主に前受金の増加と有利

子負債、仕入債務、未払費用の減少によるものです。 

純資産合計は、前連結会計年度末比860百万円減少の18,219百万円となりました。 

これは、主として剰余金の配当および四半期純損失の計上によるものです。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末と比較して605百万円減

少し、6,220百万円になりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の増加による1,046百万円の支出、前受金の増加による1,280

百万円の収入等により、合計で338百万円の収入(前第２四半期連結会計期間946百万円支出)となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形・無形固定資産の取得による225百万円の支出等により、219百万円

の支出(前第２四半期連結会計期間66百万円支出)となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済724百万円等により、724百万円の支出(前第２四半期連

結会計期間699百万円支出)となりました。 

なお、当第２四半期連結会計期間末において、貸出コミットメント契約による借入金の枠を7,000百万円から

5,000百万円に変更しました。当該契約による借入実行残高はありません。 
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は246百万円です。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

第１四半期連結会計期間末に計画していた小山工場の設備計画について、完了予定を平成22年３月から平成22年

９月に変更しました。 
  

  

また、当第２四半期連結会計期間において、重要な設備計画の完了及び新たに確定した重要な設備の新設、除却

等はありません。 

  

会社名 事業所名 所在地 
事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 

設備予定金額 
(百万円) 資金調達 

方法 

着手及び完了予定 
完成後の生産能力 

総額 既支払額 着手 完了 

提出会社 小山工場 栃木県 小山市 
電気機械器具 
関連事業 

生産合理化、 
修繕、更新及び 
新商品開発設備 
等 

3,271 732 自己資金 H20.4 H22.9 

生産合理化による
原価低減及び品質
の向上を図るもの
であり、生産能力
の大幅な増加はな
い。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 360,000,000 

計 360,000,000 

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成21年11月６日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 106,135,050 106,135,050 

東京証券取引所 
大阪証券取引所 
名古屋証券取引所 
(各市場第１部) 

単元株式数は1,000株です。 

計 106,135,050 106,135,050 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額 
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成21年７月１日～ 
平成21年９月30日 ― 106,135 ― 5,906 ― 1,921 
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(5) 【大株主の状況】 
平成21年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

東京電力株式会社 東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 29,902 28.17 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 東京都港区浜松町２丁目11番３号 4,713 4.44 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,359 4.10 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 2,000 1.88 

三井生命保険株式会社 東京都千代田区大手町１丁目２番３号 1,846 1.73 

高岳製作所従業員持株会 東京都中央区入船１丁目７番１号 1,443 1.35 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(中央三井アセット
信託銀行再信託分・CMTBエクイ
ティインベストメンツ株式会社
信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,224 1.15 

山 本 辰 男 兵庫県神戸市北区 1,217 1.14 

中部電力株式会社 愛知県名古屋市東区東新町１ 1,107 1.04 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(中央三井アセット
信託銀行再信託分・株式会社フ
ジクラ退職給付信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,100 1.03 

計 ― 48,911 46.08 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成21年９月30日現在 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式206株が含まれています。 

  

② 【自己株式等】 
平成21年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) (自己保有株式) 
普通株式  71,000 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 
105,751,000 105,751 ― 

単元未満株式 普通株式  313,050 ― 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 106,135,050 ― ― 

総株主の議決権 ― 105,751 ― 

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所 

自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社高岳製作所 

東京都中央区入船 
１丁目７番１号 71,000 ― 71,000 0.06 

計 ― 71,000 ― 71,000 0.06 

月別 平成21年 
４月 

  
５月 

  
６月 

  
７月 

  
８月 

  
９月 

最高(円) 284 293 353 320 343 356 

最低(円) 200 227 283 235 283 306 
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第５ 【経理の状況】 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平

成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会計期

間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月

30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計

期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、明治監査法人により四半期

レビューを受けています。 
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 6,220 6,082 
受取手形及び売掛金 ※1  7,942 ※1  11,757 

製品 2,366 2,379 
仕掛品 10,918 8,468 
原材料及び貯蔵品 3,037 3,376 
繰延税金資産 280 502 
その他 520 604 
貸倒引当金 △5 △9 

流動資産合計 31,280 33,161 

固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物 15,659 16,092 
減価償却累計額 △11,314 △11,551 

建物及び構築物（純額） 4,345 4,541 
機械装置及び運搬具 10,321 10,301 
減価償却累計額 △8,693 △8,502 

機械装置及び運搬具（純額） 1,628 1,798 
土地 4,893 4,893 
建設仮勘定 54 0 
その他 7,258 7,227 
減価償却累計額 △6,708 △6,581 

その他（純額） 550 645 

有形固定資産合計 11,470 11,880 
無形固定資産   
ソフトウエア 654 760 
その他 60 58 
無形固定資産合計 714 818 

投資その他の資産   
投資有価証券 630 620 
長期貸付金 3 6 
繰延税金資産 4,910 4,532 
その他 890 898 
貸倒引当金 △25 △22 

投資その他の資産合計 6,409 6,034 

固定資産合計 18,595 18,733 

資産合計 49,875 51,894 
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(単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   
流動負債   
買掛金 7,802 8,335 
短期借入金 5,001 4,795 
未払金 877 1,150 
未払費用 925 1,547 
未払法人税等 56 76 
未払消費税等 145 303 
前受金 3,823 1,685 
その他 91 87 
流動負債合計 18,723 17,982 

固定負債   
長期借入金 4,350 6,005 
退職給付引当金 8,319 8,569 
役員退職慰労引当金 111 107 
環境対策引当金 93 93 
その他 57 57 
固定負債合計 12,932 14,833 

負債合計 31,656 32,815 
純資産の部   
株主資本   
資本金 5,906 5,906 
資本剰余金 1,921 1,921 
利益剰余金 10,299 11,179 
自己株式 △11 △10 

株主資本合計 18,115 18,995 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 103 83 
評価・換算差額等合計 103 83 

純資産合計 18,219 19,079 

負債純資産合計 49,875 51,894 
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 18,560 17,325 
売上原価 14,870 13,936 
売上総利益 3,690 3,388 
販売費及び一般管理費 ※1  3,847 ※1  3,804 

営業損失（△） △157 △415 

営業外収益   
受取利息 10 4 
受取配当金 32 27 
設備賃貸料 127 126 
雑収入 17 18 
営業外収益合計 187 176 

営業外費用   
支払利息 117 96 
社債利息 1 － 
雑支出 66 50 
営業外費用合計 185 146 

経常損失（△） △154 △385 

特別利益   
屑鉄売却益 185 － 
ゴルフ会員権売却益 21 － 

特別利益合計 207 － 

特別損失   
固定資産廃棄損 6 142 
投資有価証券評価損 － 25 
特別損失合計 6 168 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△） 46 △553 

法人税、住民税及び事業税 55 23 
過年度法人税等 230 － 
法人税等調整額 △166 △175 

法人税等合計 118 △151 

四半期純損失（△） △71 △402 
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【第２四半期連結会計期間】 
(単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 8,891 9,051 
売上原価 7,256 7,310 
売上総利益 1,635 1,740 
販売費及び一般管理費 ※1  1,896 ※1  1,959 

営業損失（△） △261 △218 

営業外収益   
受取利息 5 2 
受取配当金 17 17 
設備賃貸料 60 63 
雑収入 16 1 
営業外収益合計 100 84 

営業外費用   
支払利息 58 46 
社債利息 0 － 
雑支出 49 34 
営業外費用合計 108 80 

経常損失（△） △269 △215 

特別利益   
屑鉄売却益 185 － 
ゴルフ会員権売却益 21 － 

特別利益合計 207 － 

特別損失   
固定資産廃棄損 5 139 
投資有価証券評価損 － 25 
特別損失合計 5 164 

税金等調整前四半期純損失（△） △68 △380 

法人税、住民税及び事業税 △3 9 
過年度法人税等 230 － 
法人税等調整額 △212 △132 

法人税等合計 13 △122 

四半期純損失（△） △82 △257 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△） 46 △553 

減価償却費 901 781 
固定資産廃棄損 6 142 
貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △1 
退職給付引当金の増減額（△は減少） △181 △246 
受取利息及び受取配当金 △43 △31 
支払利息 119 96 
売上債権の増減額（△は増加） 2,865 3,815 
たな卸資産の増減額（△は増加） △2,597 △2,097 
前受金の増減額（△は減少） 1,556 2,137 
仕入債務の増減額（△は減少） △1,064 △532 
未払消費税等の増減額（△は減少） △323 △158 
未払費用の増減額（△は減少） － △622 
その他 △1,267 △141 

小計 15 2,587 
利息及び配当金の受取額 43 31 
利息の支払額 △119 △96 
法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △110 50 

営業活動によるキャッシュ・フロー △171 2,573 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
有価証券の取得による支出 △4 △3 
有価証券の売却による収入 0 － 
有形及び無形固定資産の取得による支出 △720 △508 
有形及び無形固定資産の売却による収入 29 － 
貸付けによる支出 △0 △1 
貸付金の回収による収入 6 3 
その他 259 △2 

投資活動によるキャッシュ・フロー △429 △511 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
長期借入金の返済による支出 △497 △1,447 
社債の償還による支出 △450 － 
配当金の支払額 △530 △477 
その他 △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,478 △1,925 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,085 137 

現金及び現金同等物の期首残高 8,341 6,082 
現金及び現金同等物の四半期末残高 6,256 6,220 
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【継続企業の前提に関する注記】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 
  

  

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

１ 会計処理基準に関する事項の変更 
(1) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 
請負工事に係る収益の計上基準については、工事完成基準を適用していましたが、「工事契約に関する会
計基準」(企業会計基準第15号平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計
基準適用指針第18号平成19年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に
着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工
事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準
を適用しています。これにより、当第２四半期連結累計期間の売上高は53百万円、売上総利益は７百万円増
加し、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ同額減少しています。 
なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しています。 
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【簡便な会計処理】 
  

  

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

採用している簡便な会計処理は、重要性が乏しいため記載を省略しています。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 
  

  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日) 

    
※１ 受取手形裏書譲渡高 32百万円 ※１ 受取手形裏書譲渡高 25百万円
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(四半期連結損益計算書関係) 
  

  

  

  

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次
のとおりです。 

  

(1) 給料諸手当・賞与 1,185百万円
(2) 運送費 351 〃 
(3) 研究開発費 357 〃 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次
のとおりです。 

  

(1) 給料諸手当・賞与 1,134百万円
(2) 運送費 418 〃 
(3) 研究開発費 424 〃 

 ２ 当社グループの売上高は、通常の営業形態とし
て第４四半期連結会計期間に多くなる傾向にあり
ます。 

 ２ 同左 

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次
のとおりです。 

  

(1) 給料諸手当・賞与 583百万円
(2) 運送費 160 〃 
(3) 研究開発費 169 〃 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次
のとおりです。 

  

(1) 給料諸手当・賞与 565百万円
(2) 運送費 230 〃 
(3) 研究開発費 242 〃 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在） 

  

現金及び預金 6,256百万円
預入期間が３か月を超える定期預
金 

― 〃 

現金及び現金同等物 6,256百万円

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） 

  

現金及び預金 6,220百万円
預入期間が３か月を超える定期預
金 

― 〃 

現金及び現金同等物 6,220百万円
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21
年９月30日) 
１ 発行済株式に関する事項 

  

  
２ 自己株式に関する事項 

  

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  
４ 配当に関する事項 
 (1) 配当金支払額 

  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第２四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの 
   該当事項はありません。 

  

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 当第２四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 106,135,050 

株式の種類 当第２四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 71,206 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 (百万円) 
１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 477 4.50 平成21年３月31日 平成21年６月29日 
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(セグメント情報) 
【事業の種類別セグメント情報】 
前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品及び事業内容 

３ セグメント間の内部売上高または振替高はありません。 
４ 配賦不能営業費用はありません。 

  
当第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品及び事業内容 

３ セグメント間の内部売上高または振替高はありません。 
４ 配賦不能営業費用はありません。 

  
電気機械器具 
関連事業 
(百万円) 

その他事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 8,729 162 8,891 ― 8,891 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ― ― ― (―) ― 

計 8,729 162 8,891 (―) 8,891 

営業損失(△) △259 △2 △261 (―) △261 

 (1) 電気機械器具 
関連事業 

…… 送受電用電力変圧器、柱上変圧器、地上用変圧器、その他各種変圧器、リアクト
ル、計器用変成器、超縮小形変電設備、ガス絶縁開閉装置、ガス遮断器、真空遮
断器、断路器、電力監視制御システム、上下水道等環境システム、道路管理・鉄
道関連システム、エネルギー管理システム、パワーエレクトロニクス装置、Ｆ
Ａ・メカトロシステム、フォトマスク欠陥検査装置、三次元検査装置、画像処理
装置、情報通信ネットワークシステム、シンクライアントシステム、光ファイバ
ーセンサ、整水器等 

 (2) その他事業 ……… 金属部品の機械加工・製缶・板金等、各種サービス業 

  
電気機械器具 
関連事業 
(百万円) 

その他事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 8,980 71 9,051 ― 9,051 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ― ― ― (―) ― 

計 8,980 71 9,051 (―) 9,051 

営業利益又は営業損失(△) △220 2 △218 (―) △218 

 (1) 電気機械器具 
関連事業 

…… 送受電用電力変圧器、柱上変圧器、地上用変圧器、その他各種変圧器、リアクト
ル、計器用変成器、超縮小形変電設備、ガス絶縁開閉装置、ガス遮断器、真空遮
断器、断路器、電力監視制御システム、上下水道等環境システム、道路管理・鉄
道関連システム、エネルギー管理システム、パワーエレクトロニクス装置、電気
自動車用急速充電器、ＦＡ・メカトロシステム、フォトマスク欠陥検査装置、三
次元検査装置、画像処理装置、情報通信ネットワークシステム、シンクライアン
トシステム、光ファイバーセンサ、整水器等 

 (2) その他事業 ……… 金属部品の機械加工・製缶・板金等、各種サービス業 
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５ 会計方針の変更 
  完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 
 請負工事に係る収益の計上基準については、工事完成基準を適用していましたが、「工事契約に関する会計基準」(企
業会計基準第15号平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号平成19
年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連
結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは
原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しています。 

  

前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 
  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品及び事業内容 

３ セグメント間の内部売上高または振替高はありません。 
４ 配賦不能営業費用はありません。 

  

  
電気機械器具 
関連事業 
(百万円) 

その他事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 18,290 270 18,560 ― 18,560 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ― ― ― (―) ― 

計 18,290 270 18,560 (―) 18,560 

営業利益又は営業損失(△) △166 9 △157 (―) △157 

 (1) 電気機械器具 
関連事業 

…… 送受電用電力変圧器、柱上変圧器、地上用変圧器、その他各種変圧器、リアクト
ル、計器用変成器、超縮小形変電設備、ガス絶縁開閉装置、ガス遮断器、真空遮
断器、断路器、電力監視制御システム、上下水道等環境システム、道路管理・鉄
道関連システム、エネルギー管理システム、パワーエレクトロニクス装置、Ｆ
Ａ・メカトロシステム、フォトマスク欠陥検査装置、三次元検査装置、画像処理
装置、情報通信ネットワークシステム、シンクライアントシステム、光ファイバ
ーセンサ、整水器等 

 (2) その他事業 ……… 金属部品の機械加工・製缶・板金等、各種サービス業 
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当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 
  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業の主な製品及び事業内容 

３ セグメント間の内部売上高または振替高はありません。 
４ 配賦不能営業費用はありません。 
５ 会計方針の変更 
  完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 
 請負工事に係る収益の計上基準については、工事完成基準を適用していましたが、「工事契約に関する会計基準」(企
業会計基準第15号平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号平成19
年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連
結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは
原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しています。この変更に伴い、従来の方法によった場合と
比べ、当第２四半期連結累計期間の電気機械器具関連事業で、売上高は53百万円増加し、営業損失は７百万円減少してい
ます。 

  

  
電気機械器具 
関連事業 
(百万円) 

その他事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 17,194 131 17,325 ― 17,325 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 ― ― ― (―) ― 

計 17,194 131 17,325 (―) 17,325 

営業利益又は営業損失(△) △417 2 △415 (―) △415 

 (1) 電気機械器具 
関連事業 

…… 送受電用電力変圧器、柱上変圧器、地上用変圧器、その他各種変圧器、リアクト
ル、計器用変成器、超縮小形変電設備、ガス絶縁開閉装置、ガス遮断器、真空遮
断器、断路器、電力監視制御システム、上下水道等環境システム、道路管理・鉄
道関連システム、エネルギー管理システム、パワーエレクトロニクス装置、電気
自動車用急速充電器、ＦＡ・メカトロシステム、フォトマスク欠陥検査装置、三
次元検査装置、画像処理装置、情報通信ネットワークシステム、シンクライアン
トシステム、光ファイバーセンサ、整水器等 

 (2) その他事業 ……… 金属部品の機械加工・製缶・板金等、各種サービス業 
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【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期間(自

平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20

年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略

しています。 

  

【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期間(自

平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20

年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

海外売上高の合計が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しています。 

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

6621/2010年-27-



(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 
  

  

２ １株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第２四半期連結累計期間 
  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在せず、また、前第２四半期連結累計期間及び当
第２四半期連結累計期間については、１株当たり四半期純損失のため記載していません。 

２ １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 
  

  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日) 

   

  171.77円
   

  179.88円

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

１株当たり四半期純損失金額 △0.68円
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

１株当たり四半期純損失金額 △3.79円
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

項目 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) △71 △402 

普通株式に係る四半期純損失(百万円) △71 △402 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(千株) 106,070 106,064 
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第２四半期連結会計期間 
  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在せず、また、前第２四半期連結会計期間及び当
第２四半期連結会計期間については、１株当たり四半期純損失のため記載していません。 

２ １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

１株当たり四半期純損失金額 △0.78円
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

１株当たり四半期純損失金額 △2.43円
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―円

項目 
前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) △82 △257 

普通株式に係る四半期純損失(百万円) △82 △257 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(千株) 106,069 106,064 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成20年11月７日

株式会社高岳製作所 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社高岳製
作所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平
成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四
半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半
期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分
析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

  
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認
められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社高岳製作所及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財
政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結
累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

 

明治監査法人 

代表社員 
業務執行社員   公認会計士  小  林  幹  夫  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員   公認会計士  二 階 堂  博  文  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  橋  本  純  子  ㊞ 

  
(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 
２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成21年11月６日

株式会社高岳製作所 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社高岳製
作所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平
成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四
半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半
期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分
析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

  
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認
められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社高岳製作所及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財
政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結
累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  

 

明治監査法人 

代表社員 
業務執行社員   公認会計士  堀  江  清  久  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  橋  本  純  子  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  来  田  弘 一 郎  ㊞ 

  
(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会

社)が別途保管しております。 
２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

6621/2010年-33-


	表紙～目次
	企業の概況
	事業の状況
	設備の状況
	提出会社の状況
	経理の状況（概要）
	連結財務諸表
	保証会社情報
	レビュー報告書（連結）



